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正味財産の部合計

財務諸表に関する特徴的事項等

○財政運営や人材育成、公共施設の管理といった事業を行っており、その約5割をシステム等の保守や、庁舎の維持
管理等に係る委託料にあたる物件費が占めている。

資産の部合計 40,169,11242,480,6562,311,544負債及び正味財産の部合計 40,169,11242,480,6562,311,544

建設仮勘定 0 0 0正味財産 39,077,14241,413,2062,336,064
その他の固定資産 17,917,30419,927,7602,010,456 39,077,14241,413,2062,336,064

工作物等減価償却累計額 ▲ 274,369▲ 273,605 764 その他の固定負債 2,880 0 ▲ 2,880
無形固定資産 1,474 1,029 ▲ 445負債の部合計 1,091,9701,067,450▲ 24,520

工作物等 277,410 292,143 14,733 退職給与引当金 252,163 306,127 53,964

▲ 23,917
建物 2,354,6132,233,556▲ 121,057固定負債 969,278 967,127 ▲ 2,151

その他の流動資産 16,760,74117,356,941 596,200 特別区債 53,235 53,235 0

固
定
資
産

有形固定資産 4,660,4764,487,556▲ 172,920 賞与引当金 23,902 27,072 3,170
土地 4,185,6534,185,653 0 その他の流動負債 26,797 2,880

建物減価償却累計額 ▲ 1,882,831▲ 1,950,191▲ 67,360 特別区債 714,235 661,000▲ 53,235

57,486 34,093▲ 23,393

100,323▲ 22,369
不納欠損引当金 ▲ 74,943▲ 78,396 ▲ 3,453 還付未済金 18,758 17,136 ▲ 1,622

特別収支差額(f)-(g)=(h)55,516▲ 177,043▲ 232,559当期収支差額(e)+(h)14,419,98714,369,635▲ 50,352

17,118,12617,358,917 240,791

貸
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対
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勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度 29年度 差額
流
動
資
産

収入未済 904,060 785,766▲ 118,294流動負債 122,692

行政費用合計(b) 2,793,2802,829,452 36,172通常収支差額(c)+(d)=(e) 14,364,47114,546,678 182,207
特別費用(g) 1,970 211,136 209,166特別収入(f)

16,898,344 230,819
物件費

賞与・退職給与引当金繰入額 34,825 75,408 40,583行政収支差額(a)-(b)=(c) 14,324,84614,529,465 204,619
その他行政費用 53,800 63,449 9,649金融収支差額(d) 39,625 17,213▲ 22,412

減価償却費 54,446 47,309 ▲ 7,137 その他行政収入 371,102 365,717 ▲ 5,385
不納欠損・貸倒引当金繰入額 44,069 78,396 34,327 行政収入合計(a)

補助費等 163,067 170,104 7,037 使用料及び手数料 14,650 14,915 265

勘定科目 28年度 29年度 差額 勘定科目 28年度 29年度 差額

行
政
費
用

給与関係費 1,000,267 924,491▲ 75,776

行
政
収
入

地方税等

指標の推移
指標に関する説明

1,401,7461,420,788 19,042行
政
コ
ス
ト
計
算
書

16,667,525
35,434 ▲ 884

維持補修費 41,060 49,507 8,447 都支出金 28,531
36,318

97.85収入額／調定額×100

44,507 15,976
扶助費 0 0 0

国庫支出金

分担金及び負担金 0 0 0

幸福実感指標名
27年度 28年度

指標の推移
指標に関する質問文

経常収支比率（％） 81.8 81.7 83.885%程度 85%程度
経常経費充当一般財源／経常一般財源
総額×100

92.86 94.06 94.42 95.53

27年度 28年度 29年度
30年度
見込み

目標値
(38年度)

2100

関連部名 管理部、区民生活部

行政評価事業体系 分野 Ⅶ 計画推進のために

指
　
　
　
標

特別区民税徴収率（％）

政策の成果とする指標名

政策分析シート（平成30年度）
政策No 15

部名 総務企画部
部長名 五味 内線

政策名 目標の設定と管理による行財政運営の
戦略的推進

　目標の設定により成果を重視した戦略的な行政運営に取り組むとともに、行財政改革の推進や事務事
業の再点検等をとおして、健全かつ安定的な財政運営を推進する。
また、更に質の高い行政サービスを提供するため、区職員の人材育成に努める。

29年度



No2

重点的
に推進

　行政サービスの安定的かつ継続的な提供のためには、中長
期的視点に立った健全な財政運営が不可欠であり、当該施策
の優先度は極めて高い。

公共施設等の効率的な活用と適正な管理
重点的
に推進

重点的
に推進

　区有財産は、行政サービスを提供していく際の基盤となる
ものであり、経済的かつ効果的に利用されるよう維持管理し
ていく。

重点的
に推進

情報システムの適正な整備と安全確保

推進
　税収、徴収率は上昇傾向にあるが、より強固な徴収体制の
構築が課題となっており、当該施策の優先度は極めて高い。

現
状

今
後
の
方
向
性

重点的
に推進

重点的
に推進

政策推進の
ための分類

分類についての説明・意見等

人材の活用と職員育成の充実
重点的
に推進

重点的
に推進

　職員は区政を牽引する力の源であり、職員一人一人の持て
る力を最大限引き出す組織体制の確立は、区政を推進する基
盤として極めて重要である。

○全ての政策、施策、事務事業を対象とした分析、評価を行う「行政評価」を毎年度実施することで、
事業の改善や見直しを図っている。
○区政の担い手である職員を、区民の幸せをより高める役割を有する「人財」として位置付け、有為な
人材の確保や活用に努め、その育成にも注力している。
○情報セキュリティ対策として、各システムのサーバの二重化や生体認証方式の導入などを実施してい
る。また、職員への意識啓発として、標的型攻撃訓練などを行っている。
○公共施設等の多くは高度経済成長期に集中的に整備されており、今後、同時期に老朽化を迎えるた
め、集中する改修・改築等に多額の費用が必要となることが見込まれる。

　セキュリティや業務継続性の確保に万全を期しつつ、時代
に即応したシステムを構築し活用することにより、区民サー
ビスの向上や事務の効率化等を進めていく。

税収の安定的な確保 推進

政策を構成する施策の分類

施策名

戦略的な政策形成と行政改革の推進
重点的
に推進

重点的
に推進

　新公会計制度と行政評価システムを連携することでより精
緻な財務情報に基づいた分析、評価を実現するとともに、新
たに導入した施設分析シートを活用し、より戦略的・計画的
な区政運営を実践していく。

健全な財政運営

政策の現状・課題・今後の方向性

課
題

○事業の効率化や必要性・有効性等を考慮した改善・見直しに取り組むことで持続可能な行財政運営を
行っていく必要がある。
○ますます高度化・複雑化する行政需要に的確に対応していくために、多様かつ有為な人材の確保、組
織的・計画的な職員育成を行い、限られた人材資源を最大限有効に活用する必要がある。
○個人情報の取扱い量の増加や、サイバー攻撃といった最新の事態に対応できるよう情報収集し、セ
キュリティ対策を強化・拡充していく必要がある。
○人口ビジョンにより、人口の微増が見込まれる中、公共施設等に関しては、地域間の人口分布や区民
ニーズの把握・分析を踏まえた更新・再配置の実施など、総合的な管理運用が必要である。

○先進的な施策や創意あふれる事業の展開により区民サービスの向上を図るとともに、徹底した事業の
見直しを行い、財政の健全化と効率的かつ効果的な区政の実現を図ってく。
○質の高い行政サービスを提供するため、職員の意識改革や意欲向上を促すとともに、能力開発を通じ
た人材育成を図っていく。
○システムの最適化、利便性向上を図るとともに、情報セキュリティ対策により業務継続性と安全性を
確保する。
○公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点を持って、長寿命化や更新に取り組み、財政負担を
平準化するとともに、総合的かつ計画的な管理運用に努める。


